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「革新的新構造材料等技術開発」評価結果（原案） 
（評価検討会調査検討結果） 

 
平成 24 年 11 月 21 日 

「革新的新構造材料等技術開発」評価検討会 
 
 
１．総合評価 

「革新的新構造材料等技術開発」は、軽量化が求められている輸送機

器への適用を軸に、強度、延性、靱性、制震性、耐食性、耐衝撃性等の

複数の機能を同時に向上するチタン合金、炭素繊維複合材料、革新鋼

板等の高性能材料の開発、異種材料の接合技術の開発等を行い、これ

により各種材料の特性を最大限活かし、軽量化による大幅燃費向上を実

現するものである。 

本事業は経済産業省が実施する事業であり、実施期間は平成 25 年度

から平成 34 年度までである。 

国内年間二酸化炭素排出総量のうち約 20％を排出する輸送機器分野

では、衝突時の安全性を向上しつつも省エネルギー化、二酸化炭素削減

のために車体重量の軽量化が進められており、従来の延長線上にない画

期的な軽量、高強度、長寿命の材料が必要とされている。 

また、「日本再生戦略」(平成 24 年７月 31 日閣議決定)においては、「自

動車や航空機の軽量化・省エネ、高断熱住宅等に関する部素材などは、

現時点では日本が高い競争力を有しているものの、部素材メーカー単独

では製品開発までは行えず、必ずしも部素材の強みを最終製品に反映

できていない。」とされている。 

本事業は、国が主導的に関与し、川上から川下までの共同技術開発の

支援を行うことで、材料科学分野で生み出された優れた成果を革新的構

造材料として輸送機器に適用し、最終製品としての国際競争力を強化す

ることで、グローバル化が進む中で引き続き国内産業を成長させていく取

組みであり、社会的、経済的にも重要である。 

本事業で行う研究開発では、素材毎に縦割りでなされてきた従来の研

究開発スタイルから脱却し、これらの素材の壁を越えて統合的に事業を

推進することで、これまでの技術開発の延長線では成し得ない画期的な

部素材を開発するとしている。このような長期的でリスクの高い研究開発

は、民間企業が単独で実施することは困難であり、国が積極的に関与し

資料２－１ 



- 2 - 
 

実施する意義がある。 

以上のことから、本事業は、実施の意義や必要性が高く、国として取り

組むべきものと判断される。 

なお、本事業の実施及び今後の研究開発評価に当たっては、以下の

指摘事項を踏まえた対応を求めるものである。 

 
 
２．指摘事項 

（１）目標設定及び計画の柔軟な見直しについて 

本事業は製造産業局の３つの課室の事業を１つの事業として統合して

推進することで、①各素材については単体の素材を改善するという目標、

②それらの素材を接合してさらに革新的な部材を作り上げる、という二つ

の目標を同時に掲げ統合的に事業を進めていく取組みは高く評価できる。

統合的な事業推進をより実効的なものとするためには、個別の技術開発

では成しえず、本事業で初めて実現できる付加価値を明確にする必要が

ある(例えば、本事業の成果から生み出される最終製品が国際競争力を

持つために必要となる目標の具体化)。 

 

具体的な技術開発については、「研究開発全体シナリオ研究」を立ち

上げて検討していくとしているが、開発する部素材をどこに、どのように使

用するかによって求められる要件は異なってくることから、対象素材ごとの

開発目標についても、個々の素材の最高性能を目指すのとは異なり、適

用する部品として組み合わせた際に最適な要件を満たすよう、出口指向

で開発目標を設定していく必要がある。また、開発した部素材を組み合わ

せて部品として実現するためには、接合技術に加え、構造設計や部材と

しての特性評価などプロセス全般の課題についての検討も深掘りしていく

必要がある。 

 

本事業は 10 年間という長期の事業であることから、新たなシーズをどの

ように発掘していくかが重要となる。例えば、接合技術については開発し

た素材の組み合わせによってそれぞれ適切な接合方法が異なり、その技

術課題も多い。従来の接合方法の改良では達成できない技術課題につ

いては、革新的なシーズを作り出すための新たな研究テーマを立ち上げ

る等の戦略的な取組みも必要である。また、開発計画の見直しの際には、

ユーザー企業からのフィードバックを受けつつ、現在の技術の延長ででき
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る目標なのか、技術革新がないと達成できない目標なのかを見極めた上

で、本事業で取り組むべき開発課題を明確にする必要がある。 

 

（２）推進・実施体制の構築について 

本事業は、未来開拓型研究プロジェクトに位置付けられ、ガバニングボ

ードを通じて、文部科学省のプロジェクトとの連携を図るとしているが、製

造産業局の３つの課室にまたがる事業を纏めて実効的に機能させるため

には、本事業の統括、責任を持つ体制を経済産業省内に構築することが

必要である。経済産業省では、例えば局長を責任者とし、その下に推進

体制を整備することを検討しているが、現時点では具体的な内容は明ら

かにはなっていない。早急に推進体制を構築し、事業戦略の具体的な検

討を進めていく必要がある。 

 

多種多様な構造材料の研究開発を一元的に進行、管理、推進する中

で、時にはそれら構造材料間で競合する場合が十分想定されることから、

事業を統括するプロジェクトリーダーの果たす役割は大きい。本事業では

プロジェクトリーダーの専任化を想定しているが、その選定方法や任期な

どはまだ具体的になっていない。明確な強い権限を持ったプロジェクトリ

ーダーが長期にわたって本事業に専念できる体制の構築が望まれる。 

 

（３）成果の活用について 

知的財産権に関しては、参加機関が組織する技術研究組合等による

一元管理や知的財産管理及び秘密保持に関する規定等の制定を検討

するとしているが、参加機関の中での利害関係の対立や、海外企業によ

る成果の活用等も想定されることから、知的財産権の実施に際して適切な

知的財産権の管理が担保できるよう、現実的な問題に対して事前に十分

な検討をしておく必要がある。 

本事業で生み出された成果を民間企業が積極的に活用し、それを製

品化するためには、早い段階からユーザー企業を巻き込むことが望まれ

る。例えば、事業化に向けたフィージビリティースタディーを行い、その成

果を踏まえてユーザー企業としっかりとした議論ができるような取り組みも

必要である。 
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（４）経済産業省における評価のあり方について 

本事業に係る経済産業省の事前評価では、主に科学技術的観点から

当該分野の外部専門家・有識者への個別ヒアリングを実施した後、その

結果を踏まえつつ、産業構造審議会産業技術分科会評価小委員会にお

いて、主に事業の意義、必要性、運営方式や体制等についての評価を実

施している。昨今の技術的進歩は速く、専門分野が多岐にわたるので、

目標とする技術の実現可能性や研究開発目標の妥当性等の評価をより

充実させるため、今後は、大規模な研究開発の事前評価を行う場合に、

経済産業省は当該分野の外部専門家・有識者による会議体で評価を行う

ことを検討する必要がある。 


